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大学設置基準  （昭和31年10月22日文部省令第28号）  

最終改正：平成18年3月31日文部科学省令第11号  

学校数育法第3条、第8条、第G3条 及び窮88笑の規定に基き、大学設置基準を次のように定める。  

第1章 総則（第】条第2条（／）2）  

第2章 教育研究uL二（ノ〕毛L木組講（第3窯  弟（；笑）  

第3章卿条）  
第・l章 教員の莫格（箭】3条の2 第17粂）  

第5章 収容定員（第】8条）  
第G章 教育課程（箭19条－一節26条）  

第7章 卒業の要件等（第27釆第33薫  

第8章 校地、校舎等両施設及び設備等（第バ1条笥箋1U  条J）ニう）  

第9章 事務組遇等（笥11条・箭」2条）  

第10章 維則（第13条策拍条）   

【牡剋  

第1章 総則  

（趣旨）  

第1条 大学（短期大学を除く。以下同じ。）は、学校数青法（昭和22年法律第26号）その他の法令の規定によるほか、この省令  

の定めるところにより設置するものとする。  

2 この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。  

3 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上を図ることに努めな  

ければならない。  

（情報の積極的な提供）  

第2条 大学は、当該大学における教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって、  

積極的に情報を提供するものとするり  

（入学者選抜）  

第2条の2 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適当な体制を整えて行うものとする。  

第2章 教育研究上の基本組織  

（学部）  

第3条 学部は、専攻により教育研究の必要に応じ組織されるむのであって、教育研究上適当な規模内容を有し、教員組織、教員数そ  

の他が学部として適当であると認められるものとする。  

（学科）  

第4条 学部には、専攻により学科を設ける。  

2 前項の学科は、それぞれの専攻分野を教育研究するに必要な組織を備えたものとする。  

（課程）  

第5条 学部の教育上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められる場合には、学科に代えて学生の履修上の区分に応じて組  

織される課程を設けることができる。  

（学部以外の基本組織）  

第6条  榔53条 ただし書に規定する学部以外の教育研究上の基本となる組織（以下『学部以外の基本組織』という。）は、  

当該大学の教育研究上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められるものであって、次の各号に掲げる要件を備えるものとす  

る。  

（1） 教育研究上適当な規模内容を有すること。  

（2） 教育研究上必要な教員組織、施設設備その他の諸条件を備えること。  

（3） 教育研究を適切に遂行するためにふさわしい運営の仕組みを有すること。  

2 学部以外の基本組織に係る専任教員数、校舎の面積及び学部以外の基本組織の教育研究に必要な附属施設の基準は、当該学部以外  

の基本組織の教育研究上の分野に相当すると認められる分野の学部又は学科に係るこれらの基準に準ずるものとする。  

3 この省令において、この章、第13条、第37条の2、第39粂、別表第1、別表第2及び別表第3を除き、『学部』には学部以外の  

基本組織を、『学科』には学部以外の基本組織を置く場合における相当の組織を含むものとする。  

第3章 教員組織  

（教員組織）  

第7条 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与する学位の種類及び分野に応じ、必要な教員  

を置くものとする。  

2 大学は、教育研究の実施に当たり、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制を確保し、教育研究に係る責任の所在が明確  

になるように教員組織を編制するものとする。  

3 大学は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特定の範同の年齢に著しく偏ることのないよう  

配慮するものとする。  

第8条 削除  

第9条 削除  

（授業科目の担当）  

第10条 大学は、教育上主要と認める授業科目（以下『主要授業科目』という。）については原則として専任の教授又は准教授に、主  

要授業科目以外の授業料目についてはなるべく専任の教授、准教授、講師又は助教に担当させるものとする。  

2 大学は、演習、実験、実習又は実技を伴う授業料目については、なるべく助手に補助させるものとする。  
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（授業を担当しない教員）  

第11菜 大学に上土、教育研究上必要があるときは、授業を拘当1ノない教員を澤∴二とができる）  

（専什教員）  

第12発 散員は、一リノ大学に限り、専任教員となるものとするっ  

2 専任教員は、専ら前項の大学における教育研究に徒事すろものとするり  

3 前項の規定にかかわらず、大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該大学における教育研究の遂行に支障がないと認められ  

る場合には、当該大学における教育研究以外の業務に従事する者を、当該大学の専任教員とすることができる。  

（専任教員数）  

第13条 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大字に置く学部の種頬及び規模に応じ定める教授、准教授、講師又は助  

教の顛と別表第2により大学全体の収容定員に応じ定める教授、准教授、講師又は助教の数を合計した数以上とする。  

第4章 教員の資格  

（学長の資格）  

第13長の2 学良となることげ）できる音は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有すると認められる者とする。  

（教授の資格）  

第14条 教授となること〃）できる者は、次け）各号のいずれかに該当し、かつ、大字における教育を担当するにふさわしい教育上の能  

力を宥すると認められる者とする。  
（1） 博士の芋位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、研究上の業績を有する者  

（2） 研究上の業績が前号の者に準ずると認適）られる者  

（3）」三色週班（昭和28年文部省令第9号）（i止j±∠」に規定する専門職学位（外国において授与されたこれiこ相当する学位を含  
む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者  

（粛 大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴（外国におけるこれらに相当する教員としての経歴を含む。、）のある者  

（5） 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者  

（6） 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者  

（准教授の資格）  

第15条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の  

能力を有すると認められる者とする。  
（1） 前条各号のいずれかに該当する者  

（2） 大学において助散文はこれに準ずる職員としての経歴（外国lこおけるこれらに相当する職員とLての経歴を含む。）のある者  

（3）修士の芋位又は王位週旦甘J室rエゴ．、呈に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する  

者  

（4） 研究所、試験所、調査所等に荏曜し、研究上の業績を有する者  

（5） 専攻分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者  

（講師の資格）  

第16条 講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする1  

（1） 第ト1粂又は前条lこ規定する教授又は准教授となることのできる者  

（2） その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者  

（助教の資格）  

第16条の2 助教となることり）できる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当するにふさわLい教育上  

り）能力を有すると言忍められる育とするしJ  

（1） 第1」1条各号又は第15条各号のいずれかに該当する者  
（2） 修士の字位（医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる  

召上‘7二規則祷バ室山2に規定する専門職学位（外  目的とする章）の又は獣医姜を履修する課程を修了した者については、学士の学位）又は  

国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者  

（3） 専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者   

（助手の資格）  

第17条 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とするっ  

（1） 学士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有する者  

（2） 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者  

第5章 収容定員  

（収容定員）  

第18条 収容定員は、学科又は課程を単位とし、学部ごとに学則で定めるも〕のとするリニの場合において、第26条の規定による昼夜  

開講制を実施するときはこれに係る収容定員を、第43条の規定により外国に学部、学科その他の組織を設けるときはこれに係る収容定  

員を、編入学定員を設けるときは入学定員及び編入学定員を、それぞれ明示するものとする。  
21一文容定員は、教員組織、校地、校舎等の施設、設備その他の教育上の諸条件を総合的に考慮して定めるものとする。  

3 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものとする。  

第6章 教育課程  

（教育課程の編成方針）  

第19条 大学は、当該大字、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し、体系的に教育課程  

を編成するものとする。  
2 教育課程の編成に当たっては、大学は、学部等の専攻に係る専門げ）学芸を教授するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力  

を培い、豊かな人間性を滴養するよう適切に配慮しなければならない⊂  

（教育課程の編成方法）  

第20条 教育課程は、各校業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、ニれを各年次に配当して編成するものとする。  

（単位）  

第21条 各授業科目の単位数は、大学において定めるむのとする′ノ  
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2 前項の単位数を定めるに当たっては、1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容を卓）つて偶成することを標準とし、授業  

の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。、  

（1） 講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもって1単位とする。  

（2） 実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもって1単位とする。ただし、芸  

術等の分野における個人指導による実技の授業については、大学が定める時間の授業をもって1単位とすることができる。  

3 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業料目については、これらの学修の成果を評価して単位を授与す  

ることが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。  

（1年間の授業期間）  

第22条 1年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたることを原則とする。  

（各授業科目の授業期間）  

第23条 各授業科目の授業は、10週又は15週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、教育上特別の必要があると認め  

られる場合は、これらの期間より短い特定の期間において授業を行うことができる。  

（授業を行う学生数）  

第24条 大学が1の授業料目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設備その他の教育上の諸条件を考慮して、  

教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするものとする。  

（授業の方法）  

第25条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとする。  

2 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外  

の場所で履修させることができる。  
3 大学は、第1項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディアを高度に利用して、当該授  

業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とする。  
4 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第1項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる。  

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）  

第25条の2 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究の実施に努めなければならない。  

（昼夜開講制）  

第26粂 大学は、教育上必要と認められる場合には、昼夜開講制（同一学部において昼間及び夜間の双方の時間帯において授業を行  

うことをいう。）により授業を行うことができる。  

第7章 卒業の要件等  

（単位の授与）  

第27条 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験の上単位を与えるものとする。ただし、第21条第3項の授業料目  

については、大学の定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与えることができる。  

（履修科目の登録の上限）  

第27条の2 大学は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべき単位数について、  

学生が1年間又は1学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めるよう努めなければならない。  

2 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、前項に定める上限を超えて履修科  

目の登録を認めることができる。  
（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）  

第28条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところにより他の大学又は短期大学において履修した授業料目に  

ついて修得した単位を、60単位を超えない範囲で当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。  

2 前項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を我  

が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられ  
た教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用  

する。  
（大学以外の教育施設等における学修）  

第29条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別  

に定める学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。  
2 前項により与えることができる単位数は、前条第1項及び第2項により当該大学において修得したものとみなす単位数と合わせて  

60単位を超えないものとする。  

（入学前の既修得単位等の認定）  

第30条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に大学又は短期大学において履修した授業料目について  

修得した単位（第31条の規定により修得した単位を含む。）を、当該大学に入学した後の当該大学における授業科目の履修により修得  

したものとみなすことができる。  
2 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大草に入学する前に行った前条第1項に規定する学修を、当該大学における授業  

科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。  
3 前2項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、当該大学において修得し  

た単位以外のものについては、第28条第1項及び第2項並びに前条第1項により当該大学において修得したものとみなす単位数と合  

わせて60単位を超えないものとする。  

（長期にわたる教育課程の履修）  

第30条の2 大学は、大学の定めるところにより、学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超えて一定の期間にわた  

り計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。  

（科目等履修生）  

第31条 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で1又は複数の授業科目を履修する者（以下『科目等履修生』  

という。）に対し、単位を与えることができる。  

2 科目等履修生に対する単位の授与については、第27条の規定を準用する。  

（卒業の要件）  
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筋：ミ2奈 卒業の要件は、大学に仁平以ヒ在学L、1封単牒以上を修得する∴とと寸る。  

2 前項の規定にかかわらザ、医学又は歯学に関する学科に係る平楽〟）要件は、大字にG隼以上在学し、18日単位以ヒを修得すること  

とすろ＝ ただし、教育上必要と認められる場合には、大字上土、修得すべき耐立の→吾i対）修得について、これに相当する授業時間の履修  

をもって代えることができる 
3 第1項の規定にかかわらず、薬学に関する学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするものに係る卒業の要  

件は、大字に6年以上在学し、186単位以上（将来の薬剤師とLての実務に必要な薬学に関する臨床に係る実践的な能力を培うことを  

目的として大学の附属病院その他の病院及び薬局で行う実習（以下『薬学実務実習』という．ノ）に係る20単位以上を含む。）を修得する  

こととする。 
4 第1項の規定にかかわらず、獣医学に関する学科に係る卒業の要件は、大学に6年以上在学し、182単位以上を修得することとす  

る。  
5 第1項の規定により卒業の要件として修得すべき124単位のうち、第25条第2項の授業の方法により修得する単位数は60単位を  

超えないものとする。  

（授業時間制をとる場合の特例）  
第33粂 前条第2項ただし書により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業料目に係る第21条第1項又ほ第27条の規定の  

適用については、第21条第1項中  

『単位数』とあるのは  

『授業時間数』と、  

第27条中  

『1の授業科目』とあるのは  

『授業科目』と、  

『単位を与えるものとする』とあるのは  

『修了を認定するものとする』とする。  

2 橡業時間数を定めた授業料目については、当該授業科目の授業時間数をこれに相当する単位数とみなして第28条第1項（同条第2  

項にぉいて準用する場合を含む。）、第29条第1項又は第30条第1項若しくは第2項の規定を適用することができる．ユ  

第8章 校地、校舎等の施設及び設備等  

（校地）  

第34条 校地は、教育にふさわしい環境をもち、校舎の敷地には、学生が休息その他に利肝す▲るのに適当な空地を有するものとする。  

（運動場）  

第35条 運動場は、教育に支障のないよう、原則として校舎と同・の敷地内又はその隣接地に設ける幸〕のとし、やむを得ない場合に  

は適当な位置にこれを設ける雪，のとする⊂  

（校舎等施設）  

第36条 大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる施設を備えた校舎を有するモ）のと■rる，二ただし、特別の事情があ  

るときは、こげ）限りでない。  

（1） 学長室、 会議室、事務室  

（2） 研究室、教室（講義室、演習室、実験・実習室等とする。）  

（3） 図書館、医務室、学生自習室、学生控室  

2 研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。  

3 教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。  

4 校舎には、第1項に掲げる施設のはか、なるべく情報処理及び語草の学習のための施設を備えるものとする1）  
5 大学は、校舎のほか、原則として休育館を備えるとともに、なるべく体育館以外のスポーツ施設及び講堂並びに寄宿舎、課外活動  

施設その他の厚生補導に関する施設を備えるものとする√．  

6 夜間において授業を行う学部（以F『夜間学部』という。）を置く大学又は昼夜開講制を実施する大学にあっては、研究室、教室、  

図書館その他の施設の利用について、教育研究に支障のないようにするものとする〔，  

（校地の面積）  

第37条 大学における校地の面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。）は、収容定員上の学生1人当たり10平  

方メーートルとして算定した面積に附属病院建築面積を加えた面積とする。  

2 前項の規定にかかわらず、同じ種類の昼間学部（昼間において授業を行う学部をいう。以下同じく，）及び夜間学部が近接した施設等  

を使月］し、又は施設等を共用する場合の校地の面積は、当該昼間学部及び夜間学部における教育研究に支障のない面積とする。  

3 昼夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、履修方法、施設の使用状況等を考慮して、教育に支障のない限度に  

おいて、第1項に規定する面積を減ずることができる。  

（校舎の面積）  

第37条の2 校舎の面積は、1個の学部のみを置く大学にあっては、別表第3イ又はロの表に定める面積以上とし、複数の学部を置  

く大空にあっては、当該複数の学部のうち同表の基準校舎面積が最大である学部についての同素に定める面積に当該学部以外の学部に  

ついてのそれぞれ同表ハの表に定める面積を合計した面積を加えた面積以上とする。、  

（図書等の資料及び図書館）  
第38条 大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料を、図書館をL†」心に系統  

的に捕えるものとする⊂，  

2 図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報の処理及び提供のシステムを整備して学術情報の提供に努めるとと  

もに、前項の資料の提供に関し、他の大学の図書館等との協力に努めるむのとする。  

3 ［司書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を置くもげ）とする。  

4 図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レファレンス・ルー1ム、整理室、書庫等を備えるものとす  

る。  
5 前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のた裾こ十分な数げ）座席を備えるものとする。  

（附属施設）  

第39条 次の表の上欄に掲げる学部を置き、又は学科を設ける大字には、その手部又は学科げ）教育研究に必要な施設として、それぞ  
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れ下欄に掲げる附属施設を置くものとする  

学部又は学科  附属施設  

教員養成に関する学部又は学科㌻附属学校  

医学又は歯学に関する学部  

眉宇に関する学部  

林学に関する学科  
L‾ 

獣医学に関する学部又は学科  

≡畜産学に関する学部又は学科  

水産学又は商船に関する学部  

附属病院  

短義  

博習林  

家畜病院  

廟育場又は牧場  

練習船（共同利用による場合を含む。）  

聖水産増殖に関する  贋殖施設  

盲扁遠あ遍（薬草園）  摩学に関する学部又は学科  

体育に関する学部又は学科  

2 工学に関する学部を置く大学には、原則として実験・実習工場を置くものとする。  

（薬学実務実習に必要な施設）  

第39条の2 薬学に関する学部又は学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするものを置き、又は設ける大学  

は、薬学実務実習に必要な施設を確保するものとする。  

（機械、器具等）  

第40条 大学は、学部又は学科の種類、教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の機械、器具及び標本を備えるものとする。  

（教育研究環境の整備）  

第40条の2 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教育研究にふさわしい環境の整備に努め  

るものとする。  

（大学等の名称）  

第40条の3 大学、 学部及び学科（以下『大学等』という。）の名称は、大学等として適当であるとともに、当該大学等の教育研究上  

の目的にふさわしいものとする。  

第9章 事務組織等  

（事務組織）  

第41条 大学は、その事務を処理するため、専任の職員を置く適当な事務組織を設けるものとする。  

（厚生補導の組．織）  

第42条 大学は、学生の厚生補導を行うため、専任の職員を置く適当な組織を設けるものとする。  

第10章 雑則  

（外国に設ける組織）  

第43条 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、外国に学部、学科その他の組織を設けることができる。  

（学校教育法第68条に定める大学についての適用除外）  

学校数育法第（；8条 に定める大学  第44条 第34条、第35条、第36条第4項及び第5項、第37粂並びに第37条の2の規定は、  

には適用しない。  

（その他の基準）  

第45条 大学院その他に関する基準は、別に定める。  

（段】嗜的整備）  

第46条 新たに大学等を設置し、又は薬学を履修する課程の修業年限を変更する場合の教員組織、校舎等の施設及び設備については、  

別に定めるところにより、段階的に整備することができる。  

附 則  

1 ニの省令は、公布の円から施行する。  

2 この省令施行の際、現に設置されている大学に在職する教員については、その教員が現に在職する教員の職に在る限り、この省令  

の教員の資格に関する規定は、適用しない。  

3 この省令施行の際、現に設置されている大学の組織、編制、施設及び設備でこの省令施行の目前に係るものについては、当分の間、  

なお従前の例によることができる。  

4 昭和61年度から平成4年度圭での間に期間（昭和61年度から平成11年度までの問の年度間に限る。）を付して入学定員を増加す  

る大学（次項において『期間を付して入学定員を増加する大学』という。）の専任教員数については、第13粂の規定により算定し、当  

該入学定員の増加に伴い必要とされる専任教員数が増加することとなるときは、当該増加することとなる専任教員数は、教育に支障の  

ない限度において、兼任の教員をもって充てることができるものとする。  

5 期間を付して入学定員を増加する大学の校地の面積の算定については、当該入学定員の増加はないものとみなして第37粂第1項の  

規定を適用する。  

6 昭和61年度以降に期間（平成11年度を終期とするものに限る。）を付して入学定員を増加又は設定した大学であって、当該期間の  
経過後引き続き、当該入学定員の範囲内で期間（平成12年度から平成16年度までの間の年度間に限る。）を付して入学定員を増加する  

ものの専任教員数及び校地の面積の算定については、前2項の例による。  

附 則 （昭和37年4月18日文部省令第21号）   

この省令は、公布のRから施行する。  
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附 則 （昭和′40年3Jこ】6「】丈部省令笥7号）   

二の省令は、公布の円から施行すろ  

附 則 （昭和41年7月1日文部省令第37号）   

この省令ほ、公布のRから施行L、昭和41年4日1Rから適用する。  

附 則 （昭和43年4月IR文部省令第7号）   

この省令は、公布の日から施行するJ  

附 則 （昭和45年8月31日文部省令第21号）   

ニの省令は、昭和46年4月1Rから施行するり  

附 則 （昭和47年3月18日文部省令第5号）   

二の省令は、昭和47年4月1日から施行するn  

附 則 （昭和48年11月28日文部省令第29号） 抄  

1 この省令は、公布の円から施行する。  

附 則 （昭和50年4月28日文部省令第21号） 抄  

1 この省令は、昭和51年4月1Rから施行する。  

附 則 （昭和50年12月25日文部省令第40号）  

1 この省令は、昭和51年4月1日から施行する⊃  

2 二の省令施行の際、現に設置されている医学又は歯学の学部を置く大学の組織、編制、施設及び設備でこの省令施行の口前に係る  

墾）のについては、当分の間、なお従前の例によることができる。  

附 則 （昭和56年1月17日文部省令第2号）   

この省令は、公布のRから施行する。  

附 則 （昭和57年3月23R文部省令第1号）   

この省令は、昭和57年4月1Rから施行する。  

附 則 （昭和58年6月24R文部省令第23号）  

1 この省令は、昭和59年4月1Rから施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行するし 
2 日銅∩59年度に開設しようとする公立の大学、公立の大学の学部及び私立の大学の学部の学科の設置の認可の申請、昭和59年度に  

行おうとする私立の大学の収容定員の変更に係る学則の変更の認可の申請並びに昭和60年度に開設Lようとする私立の大学及び私立  

の大与二の学部の設置の認可の申請に係る審査に当たっては、二の省令による改正後の大学設置基準の規定の適用があるものとする。  

3 学校教育法の一部を改正する法律（昭和58年法律第55号）附則第2項各号の一に該当する者に係る卒業の要件は、この省令によ  

る改正後の大字設置基準第32条第4項の規定にかかわらず、なお従前の例に上る「  

附 則 （昭和58年9月1R文部省令第24号）   

この省令は、公布の口から施行する（  

附 則 （昭和59年8月13日文部省令第46号）   

この省令は、公布のRから施行する。  

附 則 （昭和60年2月5日文部省令第1号）   

この省令は、公布のRから施行するり  

附 則 （昭和60年9月4日文部省令第26号）   

この省令は、公布の円から施行する。  

附 則 （平成元年9月1日文部省令第34号） 抄  

l 二の省令は、公布のRから施行する「  

附 則 （平成3年6月3日文部省令第24号）  

1 二の省令は、平成ニi午7月1Rから施行する。  

2 二の省令施行の際、現に設置されている大字における体育館の設置に係る改正後の第36条第5項の規定の適用については、当分の  

間、なお従前の例によることができる。  

附 則 （平成9年6月5R文部省令第27号）   

こしつ省令は、平成9年6月5日から施行する。  

附 則 （平成10年3月31日文部省令第11号）  
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この省令は、公一市の円か仁）施行する。  

附 則 （平成11年3月31R文部省令第19号）   
二の省令は、公布のRから施行するL）  

附 則 （平成11咋9月14日文部省令第40号）  
1 この省令は、公布のRから施行する。  

2 平成12年度を開設年度とする大学、学部及び学科の設置認可を受けようとする場合の審査については、なお従前の例による。  

附 則 （平成12年10月31日文部省令第53号） 抄  

（施行期日）  

第1条 この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の目（平成13年1月6日）から施行する。  

附 則 （平成13年3月30日文部科学省令第44号） 抄  

（施行期日）  

1 この省令は、公布の日から施行する。  

附 則 （平成14年3月28日文部科学省令第9号）   
この省令は、公布のRから施行する。  

附 則 （平成15年3月31日文部科学省令第15号） 抄  

（施行期日）  

第1条 この省令は、平成15年4月1日から施行する。  

附 則 （平成16年3月12日文部科学省令第8号） 抄  

（施行期日）  

第1条 この省令は、平成16年4月1Rから施行する。  

附 則 （平成16年12月13日文部科学省令第42号）   
この省令は、公布の円から施行する。ただし、第1条しい学校教育法施行規則第2集中第5号を第6号とし、第4号を第5号とし、第  

3号を第4号とし、第2号の次に1号を加える改正規定及び同令第6条の次に1粂を加える改正規定、第2条項大学設置基準第18条  
第1項の改正規定及び同令第45条を同令第∠16条とし、同令第44粂を同令第45条とし、同令第43条を同令第44条とし、同令第10  

章L卜同条の前に1条を加える改正規定、第3粂の規定並びに第4粂中短期大学設置基準第4条第2項の改正規定及び同令第37条を同  

令第38条とし、同令第36粂を同令第37条とし、同令第10車中同条の前に1条を加える改正規定は、平成17年4月1円から施行す  

る。  

附 則 （平成16年12月15日文部科学省令第43号）  

（施行期日）  

第1条 この省令は、平成18年4月1日から施行する。  

（経過措置）  

第2条 次の各号の一に該当する者については、改正後の学校教育法施行規則第68条の3の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

（1） 平成18年3月31日に大学において薬学を履修する課程に在学し、引き続き当該課程に在学する者  

（2） 前号に掲げる者のほか、この省令の施行のR（以下『施行日』という。）前に大学に在学し、引き続き当該大学に在学する看であ  

って、施行R以後に薬学を履修する課程（臨床に係る実践的な能力を培うことを目的とするものを除く。）に在学することとなったもの  

附 則 （平成18年3月31日文部科学省令第11号）  

（施行期日）  

第1条 この省令は、平成19年4月1日から施行する。  

（助教授の在職に関する経過措置）  

第2条 この省令の規定による改正後の次に掲げる省令の規定の適用については、この省令の施行前における助教授としての在職は、  

准教授としての在職とみなす。  
（1） 学校教育法施行規則第8粂第1号ロ  

（2） 博物館法施行規則第9条第2号  

（3） 大学設置基準第14粂第4号  

（4） 高等専門学校設置基準第11条第3号  

（5） 短期大学設置基準第23条第5号  

（第13条関係）  

≒左器㌘織する場合の専如上の学科で鍼する場合の1学科の収容定員         ！並びに専任教員数 】  

「収容定員 博任教員数【収容定員  鳳壬教員数  

別表第1学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数  

イ 医学又は歯学に関する学部以外の学部に係るもの  

惇部の種類  

恒20－600lO  】文学関係  ≡200－400   
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6
 
 

∩
り
 
 
0
 
 
0
 
 

∩
り
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
8
 
 
8
 
 
8
 
 
1
 
 
1
 
 

2（〕（〕 上10し）   

40〔ト・・・600   

400600   

400一一600   

160－り－▼320   

160－－320   

160－－320   

240－480   

210－360  

160－－240  

IGOw－－240   

160一一240   

160－－－320  

教育学・保育学問係   

法学関係  

経済学謂係  

社会学・社会福祉字関係   

理学関係   

工学関係   

農学関係  

獣医学関係  

3206〔）（）   

100800   

400800   

400800   

200400   

200400   

200400   

300－－600  

l
－
 
 
 
1
 
 
1
 
 
－
1
 
 
－
1
 
 
1
 
 
1
 
 

1
 
 
 
1
1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 

28  

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目 300600  

的とするもの）  

薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目200400  

的とするものを除く。）  

8
 
 
 
 
 
6
 
 
6
 
 
8
 
 

ト1  

200400   

200－400   

200－400   

200－400   

200－400  

美術関係   

音楽関係  

体育関係  

保健衛生学関係（看護字関係）  

保健衛生学関係（看護学関係を除く〔）  

0
 
 
0
 
 
り
］
 
 
2
 
 
4
 
 

1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 
 
1
 
 

160320  

備考  

l二の表に定める教員数の半数以上は原則として教授とする（別表第2において同じ。）。   

2 二の表に定める教員数には、第11粂の授業を担当しない教員を含めないこととする（以下ロの表及び別表第2において同じ。）。   

3 収容定員がこの表に定める故に満たない場合の専任教員数は、その2割の範囲内において兼任の教員に代えることができる（別表  

第2において同じ」、）、つ   

4 収容定員がこの案の定める数を超える場合は、その超える収容定員に応じて′】00人につき教員3人（獣医学関係又は薬学関係（臨  

床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）にあっては、収容定員600人に／つき教員G人）の割合により算出される数  

の教員を増加するものとする（ロの表において同じL）   

5 夜間学部がこれと同じ種類の昼間学部と同一の施設等を使用する場合の教員数は、二の表に定ガ）る教員数の3分の1以上とする。  
ただし、夜間学部の収容定員が当該昼間学部の収容定員を超える場合は、夜間学部の教員数はこの表に定める教員数とし、当該昼間宇  

部の教員数はこの表に定める教員数の3分の1以上とする（別表第2において同し∴L   

6 昼夜開講制を実施する場合は、これに係る収容定員、履修方法、授業の開設状況等を考慮して、教育に支障のない限度において、  

二の衷に定める教員数を減ずることができる（別表第2において同じ〔ノ）」   

7：Z以上げ）学科で組織する学部における教員数は、同一分野に属する2以上の苧科ごとにそれぞれこの衷の下欄から算出される教員  

数の合計数とするハただし、同一分野に属する学科が他にない場合には、当該学科については、二ゾ）表の中欄から算出される教員数と  

するリ   
82以上の学科で組織される宇部に獣医学関係の学科を置く場合における教員数は、それぞれげ）芋科が属する分野のこの表げ）下欄か  

ら算出される教員数の合計数とする「   
9 薬学分野に属する2以上の学科で組織される学部に薬草関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）の1  

苧科を置く場合における当該1学科に対するこの表の適用については、下欄Lい   

【F16』とあるのは、『22』とする。  
10 薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）げ）学部に係る専任教員のうちには、文部科学大臣が別  

に定めるところにより、薬剤師としての実務の経験を有する者を含むものとする。  
11二の∃引こ掲げる学部以外の学部に係る教員数に／ついては、当該学部に類似するこの表に掲げる宇部の例に上るものとするごただ  

し、教員養成に関する学部については、免許状の種類に応じ、教育職員免許法（昭和24年法律第147号）及び教育職員免許法施行規  

則（日鋼∩29年文部省令第2G号）に規定する教科及び教職に関する科目の所要単位を修得させるのに必要な数の教員を置くものとする  

ほか、ニの真によることが適当でない場合については、別に定材）る．ユ  

ロ【東学又は歯学に関する学部に係るもの  

収容定員360人まで収容定員′娼0人まで収容定員600人まで収容定員720人まで収容定員840人まで収容定員960人まで  

の場合の専任教員数の場合の専任教員数の場合の専任教員数の場合の専任教員軋の場合の専任教員数∴の場合♂）専任教員数  

収 容  

剖
 
相
 
 

学
の
類
 
 
医 学130  

関係  

歯 学75  

関係  

備考  

113  10G   

8   



1二しり表に定める医学に関する宇部に係る専任教員数げ）うち教授、准教授又は講師の合計数は、60人以上とし、そのうち）ごう0人以＿1二  

は教授とする。   

2 ニの表に定める歯学に関する学部に係る専任教員数のうち、教授、准教授又は講師〟）合計数は、3G人以上とし、そのうち18人以  

上は教授とする。ノ   

3 附属病院における教育、研究及び診療に主として従事する相当数の専任教員を別に置くものとする。   

∠1この表に定める専任教員数は、医学又は歯学に関する学科のみを置く場合に係る専任教員数とし、その他の学科を置く場合に係る  

専任教員数については、医学又は歯学に関する学科についてこの表に定める教員数と当該医学又は歯学に関する学科以外の学科につい  

てイの表に定める教員数の合計数とする。  

別表第2 大学全体の収容定員に応じ定める専任教員数 （第13条関係）  

「‾〉 大学全体の収容定員≧400人声00  人と  

専任教員数   7 12   

備考  
1この表に定める収容定員は、医学又は歯学に関する学部以外の学部の収容定員を合計した数とする。   

2 収容定員がこの表に定める数を超える場合は、収容定員が400人を超え800人未満の場合にあっては収容定員80人につき教員1  

人の割合により、収容定員が800人を超える場合にあっては収容定員400人につき教員3人の割合により算出される数の教員を増加す  

るものとする。   
3 医学又は歯学に関する学部を置く場合（当該学部に医学又は歯学に関する学科のみを置く場合に限る。）においては、当該学部の  

収容定員が480人の場合にあっては7人、720人の場合にあっては8人をこの表に定める数に加えるものとする。ただし、当該学部の  

収容定員が480人未満の場合には、その加える数を6人とすることができる。   

4 医学又は歯学に関する学部を置く場合で当該学部に医学又は歯学に関する学科以外の学科を置く場合においては、当該医学又は歯  

学に関する学科については前号により算出される教員数とし、当該医学又は歯学に関する学科以外の学科についてはその収容定員と他  

の学部の収容定員の合計数から第1号により算出される教員数とする。  

別表第3 学部の種類に応じ定める基準校舎面積 （第37条の2関係）  

イ 医学又は歯学に関する学部以外の学部に係る基準校舎面積  

）「1 、  －‾▼「】】‾‾－〉‾√‘－一】■‾ 人までの場合の面積1801人以上の場合の面積  E800  の場合の面積  
「】  

i4  
1収容定員  00人までの場合の面積  r200人まで   

！（平方メートル）   （平方メートル）  （平方メートル）  を（平方メートル）  
i学部の種類  i  

（収容定員一800）×1，322  

－400＋4，958  

（収容定員－400）×1，653  （収容定員－200）×661  

与200＋2，644  

（収容定員200）×G61  

彗÷200＋2，644  

文学関係  
と÷400十3，305  

巌青学・体育学関係；2，644  
】  

】  

庭学関係  2，644  

1  

廃済学関係  2，644  

（収容定員400）×1，653臣（収容定員800）×1，322  
i÷400＋4，958  400＋3，305  

（収容定員  （収容定員800）×1，322！  400）×1，653  （収容定員200）×661  

【÷200＋2，644  ÷400＋4，958  ≡÷400＋3，305  

左00）×、1：品古「  （収容定員  （収容定員800）×1，322  

÷400＋4，958  

（収容定員一200）×661  

－200＋2，644  ÷400＋3，305  

【▼ 一▲】 一－ 山  

（収容定員一200）×G61  

弓÷200＋2，644 】  

2，644  

4，628  

5．289   

（収容定員800）×1，322  

400＋4，958   

（収容定員一800）×3，140  

400＋8，925   

（収容定員－800）×4，628  

400＋11．239  

（収容定員400）×1，653  

÷400＋3，305   

（収容定員400）×3，140  
÷400＋5，785  

社会学・社会福祉学関係  

理学関係  （収容定員－200）×1，157  

200＋4，628  

（収容定員  （収容定員一400）×4，628  

÷400＋6，611  

一200）×1，322  工学関係  

ぎ農学関係   

獣医学関係  

200＋5，289  

‾▲ ‾‾‾【〉‾′】ノ‾－－＋‾‾‾‾－¶▼▼ ×4，629弓（収容定員800）×4，629  
E÷400＋10，909  

400）  4
 
 

γ
 
2
 
 

O
 
 

二
 
 （収容定員   （収容定員－200）×1，256  

F÷200＋5，024  

（収容定員－200）×1，256  

∃÷200＋5，024  

】÷400＋6，280  

（収容定員－400）×4，629！（収容定員－800）×4，629  
j÷400＋10，909  i÷400＋6，280  

（収容定員200）×1，157弓（収容定員－400）×1，983  ≦薬学関係  4，628  
】   
■  

廃酸関係  3，966  

…美術関係  3，834  
と  

【  

声楽関係  ：3，438  

（収容定員一800）×】，983  

－400十7，768  【÷200＋4，628  と÷400＋5，785  

（収容定員－400）×1，984弓（収容定員－800）×1，984  】（収容定員－200）×992  

【÷200＋3，966  ∃÷400＋4，958  ト÷400＋6，942  

（収容定員一800）×3，140  

400＋7，933  

≧（収容定員一400）×3，140  

【 i÷400＋4，793  
（収容定員一200）×959  

200＋3，834  

（収容定員一800）×2，975  

÷400＋7，272   

（収容定員800）×1，983  

÷400＋6，280   

（収容定員－800）×1，984  

÷400＋6，942  

9   

（収容定員－400）×2，975  

－400＋4，297  

（収容定員【200）×859  
1  

－÷200＋3，438  

（収容定員－400）×1，983  

÷400＋4，297   

（収容定員¶400）×1，984  

≦÷400＋4，958  

（収容定員－200）×859  

÷200＋3，438  

（収容定員－200）×992  

÷200＋3，966  

体育関係  3，438  
1  

保健衛生学関係（看護軒3，966  

関係）  



（収脊定員2〔）「））×1，157 （収容定牒1川り×：う，l川 （収容定員800）×illO  

ン2し）0十－1，G28  ンlし）0卜5，785  」00十8，925  

†1こ健衛生学関係（看講′羊 一上．（；28  

関係を除く）  

備考  

1二の表に掲げる面楕には、第36条第5項の施設、第39条の附属施設及び第39条び）2の薬学実務実習に必要な施設の面積は含主  

ない（ロ及びハの表において同じ′1）。   

2 夜間学部（同じ種類の昼間宇部と同一・の施設等を使用するものを除く。）における面積については、ニの表に掲げる学部の例によ  

るものとする（ハの表において同じてノ）． 

3 福間学部が同じ種類の昼間学部とl計一の施設等を使用する場合は、夜間学部又は昼間学部の収容定員のいずれか多い故によりこの  

表に定める面積とする（ハの表において同じ。）。   

4 重量夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、宿修方法、授業の開設状況等を考慮して、教育に支障のない限度に  

おいて、この表に定める面積を減ずることができる（ハの表において同じ．）。   

5 この表に掲げる学部以外♂）学部における面積については、当該学部に類似するこの表に掲げる学部の例によるものとする。  

ロ 医学又は歯学に関する学部に係るもの  

収容定員 収容定員360人ま収容定員480人ま収容定員600人ま版容定員720人ま収容定員840人ま収容定員960人ま  

での場合の面積（平での場合の面積（平での場合の面積（平≡での場合の面積（平での場合の面積（平での場合の面積（平  
区分   

学部の種  

類   

方メートル）  方メートル）  方メート′レ）  方メートル）  方メートル）   方メーートル）  

0
 
 
 
 
 
0
 
 

5
 
 
 
 
 
5
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n
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1
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－
 
 
 

医
学
関
係
 
 

1G，750  18，250  

33，100  35JlOO  

14．3〔）0  

∩
）
 
 

0
 
 
 

1
 
 
 

3
 
 

歯
学
関
係
 
 

0
 
 

5
 
 

8
 

B
 
 

」
守
、
ゝ
一
J
 
 

⊥
ん
し
 
ノ
［
 
 

10，350  11，200  11，950  13、100  96，00  

6JlOO  6，200  ハ
U
 
 

（
U
 
 

7
 
 

5
 
 

寸
 
己
巧
 
」
－
勺
▼
 
十
示
 
 

ド
 
〔
h
什
り
 
苅
 
H
り
t
 
 

5，800  5，90（〕  6，000  

備考 二の表に定める面積は、医学又は歯学に関する学科のみを置く場合に係る面相とし、その他の学科を置く場合に係る面積につい  
ては、医学又は歯字に関する学科についてこの表に定める面積と当該医学又は歯学lこ関する学科以外の学科に／ついてイの蓑に定める面  

積の合計とするっ  
ハ 医学又は歯学に関する学部以外の学部に係る加算校舎面積  

収容定員 セ00 人ま、400 人ま月00 人ま800 人ま1000 人ま1200 人圭一1400 人ま1600 人ま1800 人ま 2000 人ま  
での面積での面相でげ）面積での面積での面積とでの面積での 面積：での面積での面積でけ）面積  

（平方メ（平方メ（平方メ（平方メ（平方メーち（平方メー（平方メ山（平方メー（平方メー（平方メー 
宇部／）種  

類   
トル）  トル）   

7，107  7，768   

7，107  7，768  

7，107  7，768   

7、107  7、768  

7、107  7、768  

文学関係 1J719   2，ト18   三∠J975  

教育学・促1，71〔）  2，148 2，975  

青学関係   

法学関係 1，719   2．148   2，975   

経済学関1、719   2，148   2，975  

係   

社会学・杜1，719   2、148   2、975  

会福祉学  

関係  

3β01  4JJIG2 ． 5，123  5，785  6，446  

3，801  1，ノ162  5，123  5，785  6，▲146  

3，801  4，462  5，123  5，785  6、416   

3，801  4」62  5，123  5，785  6，446  

3．801  4，－1G2  5，123  5，785  G，▲ト16  

1」＝，708  16，195   

20、991  23，305   

20、826   23．140   

20、826   23、140  

1l，075   12，067   

10，083  11、075   

14，047  15J534   

7，107   8，7GO  lO，147  11，734   13，221  

9、421  11．7こi5  14，049  16、363  18J677  

9、258  11、570  13，884  16．198   18、512   

9、258  11，570  13コ884  16．198  18、512  

理字間係 3j173   

工学関係 3，83上1   

農学関係 3、636   

獣医学関 3，636  

係   

薬学関係 3，305  

家政関係2，512  

美術関係 2，6上t4  

：3，9GG   5，G19   

1，793  7、107   

1′628   6．942   

1，628   6．942  

1、132   5．123   

3，ト10   1，132   

ラ，305   4、958  

9、091  10、083   

8，099  9、091   

11、073  12，560  

6，115   7，107  8、099   

5，12：う   6，115  7，107   

6，611   臥099  9．586  

10  



音楽関係 2β12 3，1L10 4，628   6，280   7，603   9，090  

体育関係 ご2，776  3，471 J4．462 5，454  6，446   7、768  

10，577  12，064   √13，551  15，038   

9，090  10，412   11，734  L3JO56  

衛生；2，512  3，140  甘132  5，123 6⊃115  ㌻ 7・107  8，099   9，091   喜10，08：∋   11，075  

傭健衛生嵐173 ▼‾福音  

≡学関係（看1  

諸学関係 【   

11，734   旨13，221  5
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5．619  7．107  

とを除く。）巨  己  

備考 収容定員が2，000人を超える場合は、200人を増すごとに、この表に定める2，000人までの面積から1，800人までの面積を減じ  

て算出される数を加算するものとする。  
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